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重点施策への取組状況

項目
重点施策
上の期間

重点施策上の番号、記載 2026年6月時点の成果見込 2026年度末に向けた取組内容 2027年度以降の取組内容 検討の場

保安基準/ガイド
ラインの具体化

短期
（2024
年度より
検討、
2025年
6月にかけ
てとりまと
め）

①（保安基準等の具体化に係る検
討【国交省】)
保安基準の細目告示及び／又はガ
イドライン（「保安基準等」）におい
て、現行の自動運行装置に係る細
目告示の具体化に向けた検討を
2024年度より行い、2025年度にか
けてとりまとめを行う。
検討にあたっては、「保安基準/ガイド
ラインで規定する安全性の基本的な
考え方」（前記参照）を踏まえて検
討を行う。
④（保安基準等の具体化に向けた
協力【法務省／警察庁】）
2024年度以降より継続して、保安
基準等が適切に具体化・定量化さ
れるよう、保安基準等の具体化・定
量化に向けた協力を行う。

【実施済】
有識者の委員等から構成される「自
動運転車の安全性能確保策に関す
る検討会」において、シナリオを活用
した安全評価指標を取り入れるなど
自動運転車の安全確保に関するガ
イドラインを具体化した。

ー ー
交通政策審議会陸上交通分科会
自動車部会「自動運転ワーキンググ
ループ」

保安基準/ガイド
ラインの定量化

中長期
（2025
年度以降
より継続
検討）

②（保安基準等の定量化等に係る
検討【国交省】)
2025年度以降より継続して、上記
の定性的に具体化された保安基準
等について、より適用基準が明確とな
るよう、裁判例を含む道交法等の実
運用の状況や、交通流量等の統計
情報、その時点における技術的状況、
国際的な議論の動向等を踏まえな
がら、定量化に向けた検討を行う。
④（保安基準等の具体化に向けた
協力【法務省／警察庁】）
2024年度以降より継続して、保安
基準等が適切に具体化・定量化さ
れるよう、保安基準等の具体化・定
量化に向けた協力を行う。

【進捗中】
国土交通省において、自動運転車
の国際基準について、国際的な議論
を主導してきた結果、2026年６月
の国連WP.29で合意される見込み
となった。
当該国際基準を踏まえ、保安基準/
ガイドラインの定量化について、必要
な検討を行っていく。

当該国際基準を踏まえ、保安基準/
ガイドラインの定量化について、必要
な検討を行っていく。

2026年度で結論が得られなかった
場合、更なる検討を行っていく。

当該国際基準を踏まえて、今後検
討。
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項目
重点施策
上の期間

重点施策上の番号、記載 2026年6月時点の成果見込 2026年度末に向けた取組内容 2027年度以降の取組内容 検討の場

交通ルールの検
討

中長期
（2024
年度以降
より継続
検討）

③（交通ルールに係る検討【警察
庁】）
2024年度以降より継続して、現在
の技術水準に鑑みて、自動運転車
の実装に当たり課題となり得る交通
ルールの有無・対応方法等について
検討を行う（ソフトウェア作成に向け
た交通ルールの具体的な遵守方法
に係る検討を含む）。

【実施済】
「令和７年度自動運転の拡大に向
けた調査研究」において、自動運転
車の開発事業者等を対象に、自動
運転車の走行に当たり課題となり得
る交通ルールについて書面ヒアリング
を実施した上で、2025年11月、同
ヒアリングの結果を基に自動運転車
の開発事業者等との意見交換会を
開催し、警察庁の検討結果を回答
した。
2025年10月、自動運転車の開発
に資する交通ルールの明確化のため
の自動運転車の開発事業者等向け
の意見交換枠組みを設置した。

2025年10月に設置した、自動運
転車の開発事業者等向けの意見交
換枠組みを通じ、警察庁と自動運
転車の開発事業者等との間で、自
動運転車の開発上課題となる具体
的な交通上の場面について関係規
定の法解釈や開発の目安となる事
例に関する意見交換を継続的に実
施する。

2025年10月に設置した、自動運
転車の開発事業者等向けの意見交
換枠組みを通じ、警察庁と自動運
転車の開発事業者等との間で、自
動運転車の開発上課題となる具体
的な交通上の場面について関係規
定の法解釈や開発の目安となる事
例に関する意見交換を継続的に実
施する。

自動運転車の開発に資する交通
ルールの解釈の明確化に関する意見
交換枠組み

アップデートした
保安基準/ガイド
ラインへの適合

短期
（2024
年度より
検討、
2025年
6月にかけ
てとりまと
め）

⑤（アップデートした保安基準等へ
の適合を求める仕組みに係る検討
【国交省】）
保安基準等をアップデートした場合に、
アップデート以前の保安基準等に係
る自動運行装置についても、アップ
デート後の保安基準等への適合を求
める際の配慮事項や仕組みについて
検討を2024年度より行い、2025年
度にかけてとりまとめを行う。

【実施済】
有識者の委員等から構成される「自
動運転車の安全性能確保策に関す
る検討会」において、新車には改正
施行後に適切な猶予期間を設けた
上で適合を求め、使用過程車には
改正内容に応じて個別に検討するこ
とが適当との方針が取りまとめられた。
今後この方針に基づき、個別の改正
内容等に応じて、新車及び使用過
程車に対し、当該改正後の保安基
準の適合を求めていくこととしている。

ー ー
交通政策審議会陸上交通分科会
自動車部会「自動運転ワーキンググ
ループ」
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項目
重点施策
上の期間

重点施策上の番号、記載 2026年6月時点の成果見込 2026年度末に向けた取組内容 2027年度以降の取組内容 検討の場

調査協力の義
務付け

短期
（2024
年度より
検討、
2025年
6月にかけ
てとりまと
め）

⑥（調査協力の義務付けに係る検
討【国交省】）
基準認証等の段階において、事故
発生時における事故調査への協力
を義務付けることや報告徴収権限の
行使等、事業者による調査協力を
促す方策について検討を2024年度
より行い、2025年度にかけてとりまと
めを行う。

【実施済】
2025年5月に公表された自動運転
ワーキンググループとりまとめを基に、
自動運転タクシー等の社会実装の
見通しや事故実態を踏まえつつ、法
制度の整備も視野に入れて検討を
行った。また、運輸安全委員会及び
産業界等と緊密に連携しつつ、自動
運転車に記録を義務付けるデータ種
別等について、国際議論をリードした
結果、2026年6月に事故調査の観
点にも配慮した内容の国際基準が
成立する見込みとなった。

引き続き、自動運転タクシー等の社
会実装の見通しや事故実態を踏ま
えつつ、法制度の整備も視野に入れ
て更なる検討を行う。また、2026年
6月に成立が見込まれる国際基準に
ついて、適切に国内基準への取り込
みを進めていく。

引き続き、自動運転タクシー等の
社会実装の見通しや事故実態を
踏まえつつ、法制度の整備も視野
に入れて更なる検討を行う。また、
2026年6月に成立が見込まれる
国際基準について、適切に国内基
準への取り込みを進めていく。

今後検討

運安委に自動
運転部門
設置

中長期
（2024
年度より
検討、
2025年
中にとりま
とめ）

⑦（迅速かつ実効的な原因究明に
向けた独立事故調査機関の在り方
に係る検討【国交省／警察庁（／
消費者庁）】）
迅速かつ実効性のある原因究明の
ため、職権行使の独立性が保障され
ている運輸安全委員会のような組織
による事故調査機関の設置に向けた
検討を2024年度より行い、2025年
中にとりまとめを行う。

【実施済】
2025年5月に公表された自動運転
ワーキンググループとりまとめを基に、
自動運転タクシー等の社会実装の
見通しや事故実態を踏まえつつ、運
輸安全委員会における事故原因究
明体制の構築について、法制度の整
備も視野に入れて検討を実施した。

引き続き、2025年5月に公表された
自動運転ワーキンググループとりまとめ
を基に、自動運転タクシー等の社会
実装の見通しや事故実態を踏まえつ
つ、運輸安全委員会における事故
原因究明体制の構築について、法
制度の整備も視野に入れて更なる
検討を行う。

引き続き、2025年5月に公表され
た自動運転ワーキンググループとりま
とめを基に、自動運転タクシー等の
社会実装の見通しや事故実態を
踏まえつつ、運輸安全委員会にお
ける事故原因究明体制の構築に
ついて、法制度の整備も視野に入
れて更なる検討を行う。

今後検討

運安委と捜査機
関の連携

中長期
（2024
年度以降
より継続
検討）

⑧（事故調査機関と捜査機関の連
携等の在り方の検討【警察庁／法
務省／国交省（／消費者庁）】）
事故調査機関による調査と同時並
行で捜査を実施する捜査機関との
連携の在り方について検討を2024
年度以降より継続して行う。

【実施済】
2025年5月に公表された自動運転
ワーキンググループとりまとめを基に、
事故調査機関と捜査機関の連携の
在り方について、主担当省庁間にお
いて、検討を進めた。

引き続き、2025年5月に公表された
自動運転ワーキンググループとりまとめ
を基に、事故調査機関と捜査機関
の連携の在り方について、主担当省
庁間において、検討を進める。

引き続き、2025年5月に公表され
た自動運転ワーキンググループとりま
とめを基に、事故調査機関と捜査
機関の連携の在り方について、主
担当省庁間において、検討を進め
る。

今後検討
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項目
重点施策
上の期間

重点施策上の番号、記載 2026年6月時点の成果見込 2026年度末に向けた取組内容 2027年度以降の取組内容 検討の場

情報共有の仕
組み

短期
（2024
年度より
検討、
2025年
6月にかけ
てとりまと
め）

⑨（検証・分析のための情報共有の
仕組みの検討【国交省／警察
庁】）
軽微な事故やニアミス等について、必
要な情報を収集して、安全性向上に
向けた検証・分析・提供を行うための
仕組みについて検討を2024年度よ
り行い、2025年度にかけてとりまとめ
を行う。

【実施済】
2025年5月に公表された自動運転
ワーキンググループとりまとめを基に、
安全性向上に向けた軽微な事故・ニ
アミス情報の収集及び検証・分析・
提供のための仕組みの確立を目指し、
軽微な事故・ニアミス情報の収集及
び検証・分析等の手法に係る調査
研究事業を実施し、必要な準備を
進めた。

引き続き、2025年5月に公表された
自動運転ワーキンググループとりまとめ
を踏まえつつ、2025年度に実施した
調査研究事業の調査結果を基に、
安全性向上に向けた軽微な事故・ニ
アミス情報の収集及び検証・分析・
提供のための仕組みの確立を目指し、
必要な準備を進める。

引き続き、2025年5月に公表され
た自動運転ワーキンググループとりま
とめを踏まえつつ、2025年度に実
施した調査研究事業の調査結果
を基に、安全性向上に向けた軽微
な事故・ニアミス情報の収集及び検
証・分析・提供のための仕組みの
確立を目指し、必要な準備を進め
る。

今後検討

報告・共有すべ
きデータ範囲、
目的、方法

中長期
（2024
年度実証、
2025年
度以降検
討）

⑩（報告・共有すべきデータ範囲、
目的、方法等に係る検討【経産省
／国交省】）
2024年度から行う「デジタルライフラ
イン全国総合整備計画」のアーリー
ハーベストプロジェクトにおける実証や
その他の実証等を踏まえ、2025年
度以降車両内部、外部、交通参加
者、環境それぞれが報告・共有すべ
きデータ範囲（項目・保存期間・形
式）、目的、方法、収集の主体等
について、国際的な議論も踏まえつつ
検討を行うとともに、安全性向上に
向けた検証・分析・提供を行うための
仕組みについて検討を行う。

【実施済】
高速道FOTの枠組みの下で、自動
車OEM、サプライヤ等を含む6社に
協力頂き、実際にニアミスデータを基
に構築したシナリオを用いたシミュレー
ションによる自動運転評価手法の実
証を実施した。こうした実証等から得
られた結果を踏まえ、「安全性評価
手法の原案」として整理し、提案書と
して取りまとめた。

国連WP.29をはじめとした国際的な
議論動向や、E2Eの社会実装といっ
た最新の国内外の関連動向を踏ま
えつつ、シミュレーションを用いた自動
運転車両の安全性評価手法の確
立に向け、2025年度に取りまとめた
安全性評価手法の原案を各種政府
の検討会等にインプットしていく。

2026年度末に向けた取組状況を
踏まえて必要な取組を実施していく。

デジタルライフライン全総アーリーハー
ベストPJ



項目
重点施策
上の期間

重点施策上の番号、記載 2026年6月時点の成果見込 2026年度末に向けた取組内容 2027年度以降の取組内容 検討の場

インフラからの情
報提供

中長期
（2024
年度実証、
2025年
度以降検
討）

⑪(インフラから提供する情報の有用
性等に係る検討【国交省他】)
2024年度から行う実証等を踏まえ
て、2025年度以降インフラから提供
する情報の有用性等について検討を
行う。

【進捗中】
新東名高速道路において、合流支
援情報の提供等の実証実験を乗用
車（有人ﾄﾞﾗｲﾊﾞｰ）への活用も視
野に入れた実証や、新東名高速道
路での実証結果等を踏まえ、合流
長が短いなどより厳しい道路構造を
有する東北自動車道(佐野SA～大
谷PA)において実証実験に向けて、
準備を進めている。また一般道におい
ては、路車協調システムの技術基準
等の策定に向けた実証実験を引き
続き実施。

新東名高速道路において、合流支
援情報の提供等の実証実験を乗用
車（有人ﾄﾞﾗｲﾊﾞｰ）への活用も視
野に入れた実証を実施。さらに、新
東名高速道路での実証結果等を踏
まえ、合流長が短いなどより厳しい道
路構造を有する東北自動車道(佐
野SA～大谷PA)において実証実験
を実施し、インフラの在り方について
検討を行う。また一般道においては、
路車協調システムの技術基準等の
策定に向けた実証実験を引き続き
実施し、技術の進展や車両の開発
状況等を踏まえつつ対応する。

高速道において、実証実験等の結
果を踏まえ、インフラの在り方について
検討する。
一般道において、技術基準の周知を
図るとともに、技術の進展や車両の
開発状況等を踏まえ対応する。

自動運転インフラ検討会

自賠法の検討

中長期
（2024
年度より
検討、
2025年
中にとりま
とめ）

⑫（自賠法における損害賠償責任
に関し検討【国交省】）
国交省報告書（H30）を踏まえ、
運行供用者責任の考え方、被害者
補償の在り方等の点を含め、自賠法
における損害賠償責任に関し検討を
2024年度より行い、2025年中にと
りまとめを行う。

【実施済】
国内における自動運転技術の動向
や、海外における自動運転の法制化
等に関する最新動向の情報収集等
を実施した。

引き続き海外における最新情報等を
入手しつつ、日本国内での自動運
転技術・社会実装レベルを踏まえ、
運行供用者の在り方についての検討
を行う。

日本国内における自動運転技術・
社会実装レベルに応じ、運行供用者
の在り方についての検討を行う。

交通政策審議会陸上交通分科会
自動車部会「自動運転ワーキンググ
ループ」

製造物責任

中長期
（2024
年度以降
より継続
検討）

⑬（製造物全般に及ぶ製造物責
任について調査・検討【消費者庁
他】）
2024年度以降より継続して、製造
物全般に及ぶ製造物責任について
調査及び検討を行う。

【進捗中】
製造物責任に係る海外の法制の動
向等の把握のため、委託調査及びヒ
アリングを実施した。

製造物責任に係る海外の法制の動
向、及び判例や実務等の把握のた
め、委託調査及び有識者・実務家
へのヒアリングを実施。

製造物全般に及ぶ製造物責任につ
いて調査・検討し、その結果を踏まえ
必要な対応をとる。

有識者、専門家からの意見聴取・ヒ
アリング他

重点施策への取組状況

13



参考資料



参考資料：①、② 保安基準等の具体化・定量化に係る検討

※第４回自動運転ワーキンググループ 資料２ １ページ

⑤アップデートした保安基準/ガイドラインへの適合
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参考資料：①、② 保安基準等の具体化・定量化に係る検討
⑤アップデートした保安基準/ガイドラインへの適合

※第４回自動運転ワーキンググループ 資料２ ５ページ 16



○交通ルールは、交通の安全と円滑を確保する観点から、自動運転車を含む全ての交通参加者に対して共通に適用されなけれ
ばならない。

○自動運転車の開発・普及のために、既存の交通参加者に負担を強いるような交通ルールの設定は、自動運転車が交通社会で
共存するという観点からは、社会の理解が得られない。

○速度規制のような、規定上遵守すべき内容が明確な交通ルールについては、自動運転自動車が道路交通法の規定どおりの対
応を行うことを求めることが適当。

○他方、道路交通法はそもそも道路における交通主体の挙動を網羅的に定める規範ではなく、同法の規定において「明らかな場
合」といった、規定内容が抽象的なものについては、具体の交通状況を総合的に判断する必要があるところ、交通状況は千差万
別であり、適切な規定を一義的・定量的に決めることは困難。

○規定内容が抽象的なものについては、当該規定内容を機械でも読み取り可能となるよう定量化するのではなく、開発上課題とな
る具体的な交通上の場面について、事業者との継続的なコミュニケーションを通じて解釈を明確化していく必要がある。

この検討結果も踏まえ、警察庁では、令和７年度「自動運転の拡大に向けた調査研究」において、自動運転車の開発に資する交
通ルールの解釈の明確化等について自動運転車の開発事業者等と意見交換する枠組みを設置した上で、意見交換を実施。

● 警察庁における令和６年度「自動運転の拡大に向けた調査研究」での検討結果

① 自動運転車の開発事業者等へのヒアリング
自動運転車の走行に当たり課題となり得る道路交通上の具体的な場面について、自動運転車の開発事業者等に書面によるヒ

アリングを実施。警察庁において、ヒアリングにより得られた事例の各場面における道路交通法の解釈について検討を行い、その
検討結果を回答した。

② 自動運転車の開発に資する交通ルールの解釈の明確化に関する意見交換会の実施
①のヒアリング結果を踏まえ、令和７年11月、警察庁において、総数30の事業者、大学等が参加する意見交換会を開催。
＜警察庁による説明概要＞

・ 自動運転車に求められる走行に関するこれまでの議論
・ 「自動運転車の開発に当たり課題となる具体的な場面」の代表事例に関する警察庁の検討結果
・ 警察庁による今後の取組

③ 意見交換枠組みの設置
令和７年10月、自動運転車の開発に資する交通ルールの明確化のための自動運転車の開発事業者等向けの窓口を開設。当

該窓口を通じ、警察庁と自動運転の開発事業者等との間で、自動運転車の開発上課題となる具体的な道路交通上の場面につい
て関係規定の法解釈や開発の目安となる事例に関する意見交換を継続的に実施していく。

● 自動運転車の開発に資する交通ルールの解釈の明確化に関する取組

参考資料：③ 交通ルールの検討
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参考資料：⑥ 調査協力の義務付けに係る検討
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参考資料：⑦ 迅速かつ実効的な原因究明に向けた独立事故調査機関の在り方に係る検討
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参考資料：⑨ 検証・分析のための情報共有の仕組みの検討
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シミュレーションを用いた安全性評価手法に関する検討

• 自動車OEM、サプライヤ等を含む6社に協力

頂き、実際にニアミスデータを基に構築した

安全シナリオを用いたシミュレーションによ

る自動運転評価手法の実証を実施。

• 実証等で得られた結果を踏まえて、自動運転

の安全性評価における共通の枠組み・評価手

法となる『安全性評価手法』の原案として整

理し、提案書として纏めた。

本検討の位置づけ

経済産業省 商務情報政策局 情報経済課 アーキテクチャ戦略企画室及
び政府関係機関/ 製造産業局 自動車課 モビリティ DX 室

オモビオ・オトノモス・モビリティ株式会社/スズキ株式会社/株式会社
SUBARU/株式会社T2/トヨタ自動車株式会社//株式会社ロボトラック 

高速道FOT
検討会開催者

参加者

安全性評価手法原案（提案書）

安全性を評価する為に
必要なシナリオを定義

各社固有
シミュレーション

環境

共通の安全性評価の
指標（SCT）を定義

入力

リスク類型

例）合流シナリオ

出力

Safety Cushion Time

共通の枠組み
評価手法

自動運転（レベル４）の法規要件策定

に関する有識者会議（国交省） 等

国際規則・枠組み：WP29 ISO21448（SOTIF）、ISO3450X 等
国内規則・枠組み：国交省「自動運転車の安全確保に関するガイドライン」等

自動運転車の
安全確保の
ガイドライン

各社固有
シミュレーション

環境

各社固有
シミュレーション

環境

経済産業省 2025年度「自動運転の実用化・普及展開及び標準化・規格化に係る高速道FOT」参加者募集要領 https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/digital_architecture/lifeline/2025fotbosyuuyouryou.pdf 2026/03/20 

参考資料： ⑩報告・共有すべきデータ範囲、目的、方法等に係る検討
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安全性評価手法として、以下の２つの評価を提案。

• 既知リスク条件に対応する「シミュレーションでのミクロ評価のテスト方法」

• 未知リスク条件に対応する「偶発性を引出すランダム実験によるマクロ評価での統計的テスト方法」

• 自動運転車の回避余裕度を定量的に評価可能とする 「Safety Cushion Time（SCT）」を用いたシナリオ生成方法や
基準となる考え方を定義

安全性評価手法 原案の概要図

安全性を評価する為に
必要なシナリオを定義

各社固有
シミュレーション

環境

共通の安全性評価の
指標（SCT）を定義

入力

リスク類型

例）合流シナリオ

出力

Safety Cushion Time

共通の枠組み
評価手法

各社固有
シミュレーション

環境

各社固有
シミュレーション

環境

参考資料： ⑩報告・共有すべきデータ範囲、目的、方法等に係る検討
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参考資料：⑪インフラから提供する情報の有用性等に係る検討
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参考資料：⑪インフラから提供する情報の有用性等に係る検討
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【 ご参考】

重点施策への取組状況（ 2025 年６月時点）



重点施策への取組状況

項目
重点施策
上の期間

重点施策上の番号、記載 2025年6月時点の成果見込 2025年度末に向けた取組内容 2026年度以降の取組内容

保安基準/ガイドライン
の具体化

短期
（2024
年度より
検討、
2025年6
月にかけ
てとりまと
め）

①（保安基準等の具体化に係る検討【国
交省】)
保安基準の細目告示及び／又はガイドラ
イン（「保安基準等」）において、現行の
自動運行装置に係る細目告示の具体化
に向けた検討を2024年度より行い、2025
年度にかけてとりまとめを行う。
検討にあたっては、「保安基準/ガイドライン
で規定する安全性の基本的な考え方」
（前記参照）を踏まえて検討を行う。
④（保安基準等の具体化に向けた協力
【法務省／警察庁】）
2024年度以降より継続して、保安基準等
が適切に具体化・定量化されるよう、保安
基準等の具体化・定量化に向けた協力を
行う。

保安基準/ガイドラインの具体化の方向性
については、2024年度に有識者の委員等
から構成される「自動運転車の安全性能
確保策に関する検討会」において検討を行
い、報告書を取りまとめた（同報告書は、
2025年３月に国土交通省HPに掲載）。
その結果、まずは「自動運転車の安全確保
に関するガイドライン」（2024年６月）を
見直すことにより、自動運転車が満たすべき
要件の具体化を進めることとなった。具体的
には、国際的にも主流であり、さらに、我が
国の研究等に基づき具体化が進みつつある、
シナリオを活用した安全性評価手法や、
「有能で注意深い人間ドライバーと同等以
上の安全性を有すること」の安全要件の考
え方等を同ガイドラインに取り入れることとし
ている。

現在国連WP.29では、2026年６月の合
意を目指し、自動運転車の国際基準の策
定に向けた議論が行われているところ、引き
続き関係者で議論・検討を実施し、日本の
安全性評価の考え方をWP.29に提案する
ことを通じて、国際議論への反映に向けて
取り組んでいく。

2026年６月にWP.29で策定される予定
の自動運転車の国際基準等に関する国際
議論の動向や、今後の技術進展等を踏ま
えつつ、引き続き関係者と議論の上、保安
基準/ガイドラインの見直しに向けた検討を
行っていく。

保安基準/ガイドライン
の定量化

中長期
（2025
年度以降
より継続
検討）

②（保安基準等の定量化等に係る検討
【国交省】)
2025年度以降より継続して、上記の定性
的に具体化された保安基準等について、よ
り適用基準が明確となるよう、裁判例を含
む道交法等の実運用の状況や、交通流量
等の統計情報、その時点における技術的
状況、国際的な議論の動向等を踏まえな
がら、定量化に向けた検討を行う。
④（保安基準等の具体化に向けた協力
【法務省／警察庁】）
2024年度以降より継続して、保安基準等
が適切に具体化・定量化されるよう、保安
基準等の具体化・定量化に向けた協力を
行う。

2025年6月時点では進捗無し（検討開
始前）
2025年7月以降、保安基準/ガイドライン
の具体化に係る検討の成果を踏まえて検
討を行う。

2025年7月以降、保安基準等の具体化
に係る検討の成果を踏まえて検討を行う。

保安基準等の具体化に係る検討の成果を
踏まえて検討を行う。
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重点施策への取組状況

項目
重点施策
上の期間

重点施策上の番号、記載 2025年6月時点の成果見込 2025年度末に向けた取組内容 2026年度以降の取組内容

交通ルールの検討

中長期
（2024
年度以降
より継続
検討）

③（交通ルールに係る検討【警察庁】）
2024年度以降より継続して、現在の技術
水準に鑑みて、自動運転車の実装に当た
り課題となり得る交通ルールの有無・対応
方法等について検討を行う（ソフトウェア作
成に向けた交通ルールの具体的な遵守方
法に係る検討を含む）。

自動運転車の実装に当たり課題となり得る
交通ルールについて、自工会から９つの具
体的な場面の提示を受け、「令和６年度
自動運転の拡大に向けた調査研究」にお
いて検討した。
その結果、９つの場面に関わる交通ルール
のいずれについても法令改正を要するもので
はないとの結論に至った。なお、法令解釈が
あいまいだった点については、明確化した上
で、調査研究報告書に記載した。
同調査研究報告書は令和７年３月19
日に警察庁ホームページに掲載した。

令和６年度調査研究を通じ、自動運転
車は、道路交通安全の観点からも、国際
的な承認を得つつある「有能で注意深い人
間の運転者と同等以上の安全性を有する
こと」との安全基準を満たすことが望ましいこ
とが確認されたが、「有能で注意深い人間
の運転者」に関し、具体的にどのような安全
水準が求められるのかについて、令和７年
度調査研究において、事業者との意見交
換の場を設けて引き続き検討する。

令和７年度の検討状況を踏まえ、要すれ
ば、引き続き、事業者を交えて検討を継続
する。

アップデートした保安基
準/ガイドラインへの適合

短期
（2024
年度より
検討、
2025年
6月にかけ
てとりまと
め）

⑤（アップデートした保安基準等への適合
を求める仕組みに係る検討【国交省】）
保安基準等をアップデートした場合に、アッ
プデート以前の保安基準等に係る自動運
行装置についても、アップデート後の保安基
準等への適合を求める際の配慮事項や仕
組みについて検討を2024年度より行い、
2025年度にかけてとりまとめを行う。

改正後の（アップデートした）保安基準へ
の適合を求める仕組みの方向性については、
2025年度に有識者の委員等から構成さ
れる「自動運転車の安全性能確保策に関
する検討会」において検討を行い、報告書
を取りまとめた（同報告書は、2025年３
月に国土交通省HPに掲載）。その結果、
自動運行装置に関しても、新車には、改正
された保安基準の施行後から適切な猶予
期間を設けた上で適合を求め、また、使用
過程車には、すべての改正時に一律に求め
るのではなく、改正内容に応じて個別に検
討を行う仕組みが適当であるとされた。

左記で取りまとめた方針に基づき、自動運
行装置に関する保安基準の改正を行う場
合には、個別の改正内容等に応じて、新
車及び使用過程車に適合を求めていく。

左記で取りまとめた方針に基づき、自動運
行装置に関する保安基準の改正を行う場
合には、個別の改正内容等に応じて、新
車及び使用過程車に適合を求めていく。
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重点施策への取組状況

項目
重点施策
上の期間

重点施策上の番号、記載 2025年6月時点の成果見込 2025年度末に向けた取組内容 2026年度以降の取組内容

調査協力の義務付け

短期
（2024年
度より検討、
2025年6
月にかけてと
りまとめ）

⑥（調査協力の義務付けに係る検討【国
交省】）
基準認証等の段階において、事故発生時
における事故調査への協力を義務付けるこ
とや報告徴収権限の行使等、事業者によ
る調査協力を促す方策について検討を
2024年度より行い、2025年度にかけてと
りまとめを行う。

自動運転ワーキングにおいて議論を行い、
道路運送車両法の体系下での制度構築
を念頭に、事故発生時における事故調査
体制への協力を義務づけることや報告聴取
権限の行使等、事業者による調査協力を
促す方策について考え方を整理するとともに、
国連で議論が継続中の自動運転車に記
録を義務付けるデータ種別等について、事
故調査の観点にも配慮した結論となるよう
国際議論をリードしていく方針を示した。ま
た、海外の関係者が調査対象に含まれる
可能性があることを考慮し、海外関係者に
対する事故調査について、提携関係にある
本邦関係者を通じた調査の在り方等の検
討を行い、一定の方針を示した。

自動運転ワーキンググループにおける結論を
基に、事業者による調査協力を促す方策
について、法制度の整備も視野に入れて検
討を行う。また、国連のWP.29において、
2026年6月の自動運転車の国際基準の
成立に向けて議論が行われており、自動運
転車に記録を義務付けるデータ種別等につ
いても国際議論が継続中。国土交通省に
おいては、運輸安全委員会及び産業界等
と緊密に連携し、事故調査の観点にも配
慮した結論となるよう国際議論をリードして
いく。

引き続き、自動運転タクシーの社会実装の
見通しや事故実態を踏まえつつ、法制度の
整備も視野に入れて検討を行う。また、運
輸安全委員会及び産業界等と緊密に連
携し、事故調査の観点にも配慮した結論と
なるよう国際議論をリードするとともに、国際
議論の動向等を踏まえ、適切に国内基準
への取り込みを進めていく。

運安委に自動運転部門
設置

中長期
（2024年
度より検討、
2025年中
にとりまと
め）

⑦（迅速かつ実効的な原因究明に向けた
独立事故調査機関の在り方に係る検討
【国交省／警察庁（／消費者庁）】）
迅速かつ実効性のある原因究明のため、職
権行使の独立性が保障されている運輸安
全委員会のような組織による事故調査機
関の設置に向けた検討を2024年度より行
い、2025年中にとりまとめを行う。

迅速かつ実効性のある事故原因究明のた
め、職権行使の独立性が保障されている運
輸安全委員会への事故調査機関の設置
を想定し、自動運転ワーキンググループにて
議論した。その結果、調査対象は、作動中
の自動運転L3以上で死亡重傷者が発生
したもの等に定め、また、人・機材・施設等
の観点から必要な調査体制を構築すること
や、事故等発生時の認知のために必要な
措置として、自動運転L3・４それぞれにお
いて認知が可能な者から事故等発生の報
告を得る仕組みを検討すること等、運輸安
全委員会における自動運転車に係る事故
調査機関の設置に向けて一定の方針を示
した。

自動運転ワーキンググループにおける結論を
基に、運輸安全委員会を想定した自動運
転車に係る事故調査機関の設置に向けて、
自動運転タクシーの社会実装の見通しや
事故実態を踏まえつつ、法制度の整備も
視野に入れて検討を行う。

引き続き、運輸安全委員会を想定した自
動運転車に係る事故調査機関の設置に
向けて、自動運転タクシーの社会実装の見
通しや事故実態を踏まえつつ、法制度の整
備も視野に入れて検討を行う。

運安委と捜査機関の連携

中長期
（2024年
度以降より
継続検
討）

⑧（事故調査機関と捜査機関の連携等
の在り方の検討【警察庁／法務省／国交
省（／消費者庁）】）
事故調査機関による調査と同時並行で捜
査を実施する捜査機関との連携の在り方に
ついて検討を2024年度以降より継続して
行う。

運輸安全委員会における自動運転車に係
る事故調査機関の設置を想定した検討状
況を踏まえつつ、事故調査機関と捜査機
関の連携の在り方について、主担当省庁
間において、検討を進めている。

運輸安全委員会を想定した自動運転車に
係る事故調査機関の設置の検討結果を
踏まえつつ、事故調査機関と捜査機関の
連携の在り方について、主担当省庁間にお
いて、検討を進める。

運輸安全委員会を想定した自動運転車に
係る事故調査機関の設置の検討結果を
踏まえつつ、事故調査機関と捜査機関の
連携の在り方について、主担当省庁間にお
いて、検討を進める。
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重点施策への取組状況

項目
重点施策
上の期間

重点施策上の番号、記載 2025年6月時点の成果見込 2025年度末に向けた取組内容 2026年度以降の取組内容

情報共有の仕組み

短期
（2024
年度より
検討、
2025年
6月にかけ
てとりまと
め）

⑨（検証・分析のための情報共有の仕組
みの検討【国交省／警察庁】）
軽微な事故やニアミス等について、必要な
情報を収集して、安全性向上に向けた検
証・分析・提供を行うための仕組みについて
検討を2024年度より行い、2025年度に
かけてとりまとめを行う。

検討中の独立した事故調査機関による調
査対象とならない軽微な事故やニアミス情
報についての定義を整理し、既存の不具合
情報の収集スキームの活用や、メーカー等
からの情報共有方法について検討するなど、
安全性向上に向けた検証・分析・提供を
行うための仕組みについて方針を示した。

自動運転ワーキンググループの結論を踏ま
えつつ、軽微な事故・ニアミス情報の認知に
際し、どのような種類のデータ収集が必要で
あるか、及び情報の検証・分析手法等につ
いては、今後実施予定の調査研究事業に
おいて調査を行う。

引き続き自動運転ワーキンググループの結
論を踏まえつつ、今後実施予定の調査研
究事業の調査結果を基に、安全性向上に
向けた軽微な事故・ニアミス情報の検証・分
析・公表体制の確立を目指し、必要な準
備を進める。

報告・共有すべき
データ範囲、目的、方
法

中長期
（2024
年度実証、
2025年
度以降検
討）

⑩（報告・共有すべきデータ範囲、目的、
方法等に係る検討【経産省／国交省】）
2024年度から行う「デジタルライフライン全
国総合整備計画」のアーリーハーベストプロ
ジェクトにおける実証やその他の実証等を踏
まえ、2025年度以降車両内部、外部、交
通参加者、環境それぞれが報告・共有すべ
きデータ範囲（項目・保存期間・形式）、
目的、方法、収集の主体等について、国際
的な議論も踏まえつつ検討を行うとともに、
安全性向上に向けた検証・分析・提供を
行うための仕組みについて検討を行う。

安全性評価に繋げるために、アーリーハーベ
ストプロジェクトにおける実証を踏まえ、報
告・共有すべきデータとしてニアミス時のドラ
レコ映像を想定。また、安全性評価には仮
想空間上のシミュレーション方式を用いるこ
ととし、当該シミュレーションに必要な安全シ
ナリオ（仮想事例）を作成した。生成され
た安全シナリオは各社が活用可能な標準
的フォーマットで共有した。
自動車OEMへのヒアリングを実施し、安全
シナリオのシミュレーションへの活用について
確認した。

自動車OEM、サプライヤ等のシミュレーショ
ン環境活用を通じた安全シナリオの実装ま
での課題の洗い出しを行う。

自動車OEM、サプライヤ等のシミュレーショ
ン環境活用を通じた安全シナリオの実装を
行う。

インフラからの情報提
供

中長期
（2024
年度実証、
2025年
度以降検
討）

⑪(インフラから提供する情報の有用性等に
係る検討【国交省他】)
2024年度から行う実証等を踏まえて、
2025年度以降インフラから提供する情報
の有用性等について検討を行う。

高速道路について、新東名高速道路（駿
河湾沼津SA～浜松SA）において自動運
転車優先レーンを設定し、合流支援・先読
み情報の提供の実証実験を開始。一般道
については、路側センサ等から自動運転車
両に情報提供を行う、路車協調システムの
技術的検証を目的とした長期間の実証実
験を開始。

高速道路について、新東名高速道路（駿
河湾沼津SA～浜松SA）において自動運
転車優先レーンを設定し、合流支援・先読
み情報の提供の実証実験を引き続き実施
し、一般道については、路側センサ等から自
動運転車両に情報提供を行う、路車協調
システムの技術的検証を目的とした実証実
験を引き続き実施する。

実験結果を踏まえ、高速道路において、
2026年度以降、自動運転サービス支援
道に必要な各種基準等・パッケージの策定、
一般道においては、2026年度までに、路
車協調システムの技術基準の策定を目指
して、準備を進める。
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重点施策への取組状況

項目
重点施策
上の期間

重点施策上の番号、記載 2025年6月時点の成果見込 2025年度末に向けた取組内容 2026年度以降の取組内容

自賠法の検討

中長期
（2024
年度より
検討、
2025年
中にとりま
とめ）

⑫（自賠法における損害賠償責任に関し
検討【国交省】）
国交省報告書（H30）を踏まえ、運行供
用者責任の考え方、被害者補償の在り方
等の点を含め、自賠法における損害賠償
責任に関し検討を2024年度より行い、
2025年中にとりまとめを行う。

2024年10月より「ロボットタクシー導入等
に向けた自動運転における自賠法上の損
害賠償責任に関する検討会」を４回開催。
運行供用者責任の考え方、被害者補償の
在り方等の点を含め、自賠法における損害
賠償責任等について、実導入が見込まれて
いるレベル４の自動運転タクシー等に係る
論点について追加的に整理を行い、2025
年4月に報告書を取りまとめた。

中長期の目標については、前倒しで達成済。

左記の取組により中長期の目標は達成し
たところ、今後、国内において運送事業に
依らないレベル４の自動運転車の社会実
装やレベル５の自動運転車の導入が見込
まれる際には、自動運転技術の進展、自
動運転車の普及状況、海外における議論
の状況等を踏まえ、 運行供用者責任の在
り方等について検討を行う。

製造物責任

中長期
（2024
年度以降
より継続
検討）

⑬（製造物全般に及ぶ製造物責任につい
て調査・検討【消費者庁他】）
2024年度以降より継続して、製造物全般
に及ぶ製造物責任について調査及び検討
を行う。

海外の法制の動向等の把握のため、我が
国と海外の製造物責任を巡る有識者・実
務家ヒアリングを実施。

海外の法制の動向等の把握のため、我が
国と海外の製造物責任を巡る有識者・実
務家ヒアリングを引き続き実施。
海外の製造物責任法制に関する委託調
査を実施。

製造物全般に及ぶ製造物責任について調
査・検討し、その結果を踏まえ必要な対応
をとる。
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